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1. はじめに 

日本に古くからある伝統木造建築物の中には鐘楼がある. 鐘楼

は, 地震による転倒, 倒壊, 移動などの被害が報告されている 1). 
これらの伝統木造建築物は人が日常的に出入りするため, 建物の

耐震補強の重要性が増している. 一方, 既往研究は縮小模型に対

し, 振動台を用いた振動実験を行い, 釣鐘が架構に及ぼす影響に

ついてまとめられている 2). また, 耐震改修の事例として, 一層

の鐘楼に対し制振改修を行い, 改修前と改修後の比較を行った論

文がある 3). しかし, いずれの研究も釣鐘が架構の揺れを抑制す

るための釣鐘の設計には至っておらず, 釣鐘の揺れを用いた耐震

設計に関する研究は限定的である. 一方で, 応答制御に関する既

往研究は多岐にわたり, 馬渡らは超高層建物に用いる履歴型

TMD の最適同調比について Den Hartog の同調条件を用いて, 
応答低減効果を評価している 4). 他にも小野寺らは, 今回対象に

する主系（建物の架構）と従系（TMD）の 2 質点モデルに対して

定点理論を用いた応答制御行っている 5). また, これらの発展と

して浅見は, 主系の減衰を考慮した最適設計式も導出している 6). 
2015 年に竣工された新宿三井ビルディングは, TMD を用いた制

振改修事例の一つである. この建物は, TMDにより既存超高層ビ

ルの長周期地震に対する安全・安心を実現した. 実際に起きた地

震に対しても TMD による制振効果が確認されている 7).  
本稿では, 図 1 に示す山梨県小淵沢にある高福寺に実在する鐘

楼を対象とし, 釣鐘を TMD のように機能させることを目的に，

その設計条件に関する解析を行った. これまでに起振器と加速度

計を使用した振動実験と現地調査に基づいたモデルに対し振動

解析をすでに行っている 8). 本稿では, これらの結果を用いて, 3
質点系モデルを作成した. このモデルに対し, 定点理論を用いた

釣鐘による応答制御を行った. 最初に Den Hartog 等の最適同調

条件を用いて釣鐘の最適剛性を推定し, 剛性による応答低減効果

を明確にした（4.1 節）9). その後, 釣鐘の最適減衰を推定し, 釣
鐘の減衰による応答低減効果を明確にした（4.2 節）. ここまで, 
架構を非減衰と仮定したモデルを対象としていたが, さらに架構

の減衰を考慮した場合の検討も行った（4.3 節）. これにより, さ
らに実構造物における最適な釣鐘による低減効果を明確にした. 
他にも, 釣鐘の質量をパラメータとして釣鐘の最適な剛性と減衰

を算出した場合の応答値が一番小さくなる釣鐘の質量について

検証した. 以上より, 既存モデルと最適モデルの比較を行い, 定
点理論を用いた釣鐘による架構の応答制御について評価した.  

2. 建物概要 
対象の鐘楼は明治 22 年に再建されたものであり, 築年数は

136 年である. 南北面と東西面の立面図と現地調査にて計測した

建物高さや部材寸法を図 2 に示す. また, これらより算出した建

物質量とこれまでの研究より推定された鐘楼の層の剛性と減衰

定数を図 3（a）に示す 8). 特徴として, 以下のことが挙げられる.  
・一層目の南北方向のみに貫がある.  
・天井に取り付けられている釣鐘と屋根に瓦が使われているため, 
下部より上部の質量が大きい.  

・釣鐘は屋根内の大梁に金具を通し, そこから吊られている. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・1 階の各梁下には直径 M16 のタイバーが設置されている.  
・柱については, 1, 2 階で柱の断面形状が異なる通し柱である.  
・創建後も多くの地震に見舞われ 2011 年 3 月 11 日に発生した 
東日本大震災時も震度 5 弱を経験したが, 大きな被害は確認さ

れていない 10).  
本稿は, 架構を m, 釣鐘を a と表し, 既存値を Conventionalよ

り Conv.とし, 最適値を Optimized より Opt.と表している. 

bell 

▽Ground floor 

▽First floor 

▽Second floor 

図 1 鐘楼全景 

(mm)
東西面 南北面 

図 2 立面図と各部材断面寸法 

梁 3：270×120 

梁 2：90×210 

柱〇：310φ 

梁 1：180×300 

タイバー：M16 

貫：180×300 

柱□：310×310 

m：質量 (kg) 
k：剛性 (kN/mm) 
h：減衰定数 

←釣鐘 

（最適値導出𝑘୭୮୲.&ℎ୭୮୲.） 

1 層目（1F&2F） 
 南北 東西 
𝑚௠ 9576 7249 
𝑘௠ 0.59 0.33 
ℎ௠ 0.014 0.012 

（b）2質点モデル（縮約） 

図 3 質点系モデルと質量, 剛性, 減衰定数 

3 層目（釣鐘） 
 南北 東西 
𝑚ୡ୭୬୴. 490 
𝑘ୡ୭୬୴. 0.0048 0.0044 
ℎୡ୭୬୴. 0.0080 0.0075 

 2 層目 
 南北 東西 
𝑚ଶ 7987 
𝑘ଶ 0.84 1.20 
ℎଶ 0.019 0.018 

 1 層目 
 南北 東西 
𝑚ଵ 2215 
𝑘ଵ 1.30 0.63 
ℎଵ 0.014 0.012 

（a）3質点モデル 
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3. 縮約モデル 
Den Hartog の最適設計理論は, 主系+非減衰動吸振器の 2 質点

モデルに対し, 調和振動を入力した際の応答倍率の理論値に基づ

いている. 以上より, 本稿においても 3 質点系モデル（1F, 2F, 釣

鐘）の 1 層目と 2 層目のみを等価一自由度に縮約し, 架構部分と

釣鐘の 2 質点系モデルを対象に最適化を行った. 縮約方法は, 実

験で得たある時刻の各階応答変位𝛿௜と各階の質量𝑚௜を用いて, 有

効質量𝑀୳を式（１）より導いた 11). 剛性𝑘௠は, 架構の固有振動数

𝑓と有効質量𝑀୳より導いた. 減衰定数は, Rayleigh減衰として算出

した. 各方向の縮約前と縮約後の質点系モデルを図 3（a）, （b）

に示す. 縮約前後の架構の固有周期が一致することは確認できた.  

𝑀୳ =
(∑𝑚௜𝛿௜)

ଶ

∑𝑚௜𝛿௜
ଶ  （1） 

4. 定点理論を用いた釣鐘による応答制御の評価方法 
定点理論とは, 各質点の伝達関数がある振動数で同一の伝達率

を示す定点（交点 P, Q）を用い, 以下 2 つの条件を満たすことで

最適化する手法である 12).  

A. 交点 P, Q を同じ高さに揃える 

B. その P, Q が伝達関数のピークになるように設計 

条件Aを満足するために, まず非減衰系モデルに対して最適同

調設計を行い，釣鐘の剛性による架構の応答低減効果を確認した. 

次に，条件 B を満足するため，釣鐘の減衰を考慮したモデルの最

適化を行い，さらに浅見が示した設計式を用いて，架構の減衰を

考慮した場合の最適化を行った 6).  

最適モデルと既存モデルを対象に, Snap を使用して固有値解析

と応答解析を行った 13). 剛性は等価せん断剛性, 減衰は部材初期

剛性比例型で設定した. 入力波は, 以下の 3 種類とし, 波①を 1

質点目に入力, 波②, ③を地面に地震動として入力した.  

波① Sweep 波― 0.5Hz から 20Hz に変化する振幅 1kN の正弦波 

波② BCJ 波―BCJ-L1（中地震）と BCJ-L2（大地震）14) 

波③ 観測地震波―東日本大震災時, 鐘楼近傍の観測地震波 15) 

各モデルの最大応答加速度, 最大層せん断係数, 最大層間変形

を比較した. さらに, MATLAB を使用して数値計算による検証を

行った 16). 架構に正弦波外力（0.5Hz から 20Hz）を加えた時の主

系変位倍率の理論式を用い, 各モデルの主系変位倍率曲線を求め

た 17)18). 以上より，振動解析および理論式に基づく数値計算から，

定点理論を用いた釣鐘による架構の応答制御を評価した.  

4.1 非減衰系モデル 
Den Hartog等が明らかにした最適同調比の計算式を用いて最適

値を求めた. まず, 質量比𝜇を  

𝜇 =
𝑚௔

𝑚௠

 （2） 

と定義される. 𝑚௠は架構の質量を, 𝑚௔は釣鐘の質量を示す. 架

構に対する釣鐘の最適同調比𝑓୭୮୲.は, 式（2）を用いて,  

𝑓୭୮୲. =
1

1 + 𝜇
 （3） 

と表される 9). 式（2）と（3）より, 釣鐘の最適剛性𝑘୭୮୲.は,  

𝑘୭୮୲. =
𝜇𝑘௠

(1 + 𝜇)ଶ
 （4） 

として表される. 以上より, 南北方向における釣鐘の最適モデル

の剛性𝑘୭୮୲.は, 0.028 kN/mm, 東西方向は, 0.020 kN/mm と推定した. 

既存モデルの剛性𝑘ୡ୭୬୴.は, 実験と解析で得た値を用いた 8).  

数値計算に用いる非減衰モデルにおける変位倍率の理論式は,  
Χ௠
𝑥௦௧

=
𝜔௠

ଶ(𝜔௔
ଶ − Ωଶ)

(𝜔ଵ
ଶ − Ωଶ)(𝜔ଶ

ଶ −Ωଶ)
 （5） 

と表される 17). ここで, 𝜔௠は建物固有円振動数を, 𝜔௔は釣鐘固有

円振動数を示す. また, Ωは, 入力振動数を示し, 𝜔ଵ, 𝜔ଶは, その

モデルの 1 次, 2 次固有円振動数を示す.  

4.1.2 非減衰モデルの解析結果 
固有値解析の結果を表 1 に示す. 1 次固有周期𝑇ଵは最適化する

ことで既存モデルより大きく短縮された. 一方で, 各モデルの 2 

次固有周期𝑇ଶは, 互いに近い値となった.  

図 4 には，波②L1 および波③の速度応答スペクトルと各モデ

ルの 2 次固有周期に対応する速度スペクトル値を示す. また, 応

答解析における架構部分の最大応答加速度, 最大層せん断力係数, 

最大層間変形を比較した結果を表 2 に示す.  

 ③の波の時の東西方向を除き, 最大応答加速度, 最大層せん断

係数, 最大層間変形ともに, 減少がみられた. 図 4 に示すように, 

各モデルの2次固有周期に対応する ③ の波の速度応答スペクト

ル値を比較すると, 東西方向においては最適モデルの 2 次固有周

期付近のスペクトル値の方が大きい. このため, ③の地震の大き

さが既存モデルよりも大きく, 結果として最適モデルの応答が大

きくなったと考えられる. このように, 最適同調設計は, ある周

期における応答を小さくすることが目的であり, 剛性のみ最適化

した釣鐘では地震応答の低減に限界がある.  

図 5 に縦軸を架構の変位倍率, 横軸を入力振動数（0.5~20Hz）

とした架構の変位倍率曲線を示す. 最適同調設計により既存モデ

ルの共振時の応答が効果的に抑制されていることが分かった.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 各モデルの固有周期T (s)  
加振方向 南北 東西 

 1 次 𝑇ଵ 2 次 𝑇ଶ 1 次 𝑇ଵ 2 次 𝑇ଶ 
Conv.（既存） 2.02 0.79 2.11 0.92 
Opt.（最適） 0.91 0.73 1.09 0.84 

表 2 最大応答加速度・最大層せん断係数・最大層間変形 

最大応答加速度（cm/s2） 

波 ①Sweep 波 ②BCJ 波 (L1） ③観測地震波 

加振方向 南北 東西 南北 東西 南北 東西 

Conv. 
(既存) 103.5 134.1 1766.5 901.3 406.2 316.5 

Opt. 
(最適) 97.4 110.1 1324.9 778.7 231.1 461.6 

差分率% -5.9 -17.9 -25.0 -13.6 -43.1 45.9 

最大層せん断係数 
Conv. 
(既存) 0.10 0.12 -1.70 -0.86 -0.40 -3.0 

Opt. 
(最適) -0.09 0.09 -1.17 0.77 0.22 -0.47 

差分率% -12.2 -20.3 -31.0 -11.1 -46.0 56.4 

最大層間変形（mm） 

Conv. 
(既存) 16.1 27.1 -281.9 -198.4 -67.1 -69.6 

Opt. 
(最適) -14.1 21.6 -193.9 176.4 36.2 -108.9 

差分率% -12.3 -20.4 -31.0 -11.1 -46.0 56.5 

図 4 速度応答スペクトル図（波②L1, 波③） 

南北 東西 

図 5 変位倍率曲線（非減衰モデル） 
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4.2 釣鐘の減衰を考慮するモデル 
最適減衰ℎ୭୮୲.は, 式（6）を用いて算出した 6). 結果, 釣鐘の最適

減衰は南北方向で 14 %, 東西方向で 16 %であると推定できた.  

ℎ୭୮୲. = ඨ
3𝜇

8(1 + 𝜇)
 (6) 

既存モデルの減衰は, 実験で得た減衰ℎୡ୭୬୴.を用いた 8).  

今回のモデルにおける数値計算に用いる変位倍率の理論式は,  

Χ௠
𝑥௦௧

= ඨ
(𝛼ଶ − βଶ)ଶ + (2ℎ௔𝛼𝛽)

ଶ

[(𝛼ଶ − βଶ)(1 − βଶ) − 𝜇𝛼ଶ𝛽ଶ]ଶ + (2ℎ௔𝛼𝛽)
ଶ(1 − βଶ − 𝜇βଶ)ଶ

 (7) 

と表される 17). 𝛼は, 架構の円振動数に対する釣鐘の円振動数の

比を示し, 𝛽は架構の円振動数に対する入力円振動数の比を示す. 

また, ℎ௔は, 釣鐘の減衰定数を示す.  

4.2.1 釣鐘の減衰を考慮するモデルの解析結果 
応答解析における架構部分の最大応答加速度, 最大層せん断力

係数, 最大層間変形を比較した結果を表 3 に示す. いずれの波に

対しても, 最適モデルにおいて大きい応答低減が確認された.  

図 6 に既存モデルと最適モデルの架構の変位倍率を示し, 併せ

て釣鐘の減衰が 0 %及び無限大の場合の変位倍率曲線も示す. 既

存モデルでは 2 つの共振ピークの高さに大きな差が残っている. 

一方, 最適モデルでは共振ピークが 2 つのピーク高さがほぼ一致

し, 最大変位倍率も低減している. これは、最適な減衰の導入に

より, 共振時における架構の応答が効果的に抑制されていること

を示している.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 架構の減衰を考慮したモデル 
本節では, 実構造物の振動特性を考慮した場合の応答制御につ

いて明確にするため, 架構の減衰も考慮したモデルに対して検証

を行った. 浅見は, 定点理論に適用した減衰のある主系に取り付

ける動吸振器の設計式は, 以下の式（8）と示されている 6).  

𝑓୭୮୲. =
1

1 + 𝜇
− ℎ௠

1

1 + 𝜇
ඨ

1

2(1 + 𝜇)
൬3 + 4𝜇 −

𝐴𝐵

2 + 𝜇
൰ 

+ℎ௠
ଶ 𝐶଴ − 4(5 + 2𝜇)𝐴𝐵

4(1 + 𝜇)ଶ(2 + 𝜇)(9 + 4𝜇)
 

(8) 

ℎ௠は, 架構の減衰定数を表す. 𝐶଴, 𝐴𝐵は,  

C଴ = 52 + 41𝜇 + 8𝜇ଶ 

AB = ඥ2(2 + 𝜇)(9 + 4𝜇) 
(9) 

と表される. これらより, 釣鐘の最適な剛性𝑘୭୮୲.は,  

𝑘୭୮୲. = 𝑚௔(𝑓୭୮୲.𝜔௠)
ଶ (10) 

と表すことができる. また, 最適な減衰定数ℎ୭୮୲.は,  

ℎ୭୮୲. = ඨ
3𝜇

8(1 + 𝜇)
+ ℎ௠

60 + 63𝜇 + 16𝜇ଶ − 2(3 + 2𝜇)𝐴𝐵

8(1 + 𝜇)(2 + 𝜇)(9 + 4𝜇)
 

+ℎ௠
ଶ 𝐶ଵ(𝐴 + 𝐵)ඥ2 + 𝜇 + 𝐶ଶ(𝐴 − 𝐵)√𝜇

32(1 + 𝜇)(2 + 𝜇)ଶ(9 + 4𝜇)ଷඥ2𝜇(1 + 𝜇)
 

(11) 

と示されている. ここで𝐶ଵ, 𝐶ଶ, 𝐴, 𝐵は,  

Cଵ = −1296 + 2124𝜇 + 6509𝜇ଶ + 5024μଷ 
+1616𝜇ସ + 192𝜇ହ 

Cଶ = 48168 + 112887μ + 105907𝜇ଶ + 49664𝜇ଷ 
+11632𝜇ସ + 1088𝜇ହ 

𝐴 = ට3(2 + 𝜇) − ඥ𝜇(2 + 𝜇) 

B = ට3(2 + 𝜇) + ඥ𝜇(2 + 𝜇) 

(12) 

と表される. 以上, 釣鐘の最適剛性𝑘୭୮୲と最適減衰ℎ୭୮୲を算出し

た結果 , 南北方向が𝑘୭୮୲=0.024 kN/mm, ℎ୭୮୲=0.14, 東西方向が

𝑘୭୮୲=0.017 kN/mm, ℎ୭୮୲=0.17 という算出結果となった. 4.2 節の架

構の減衰を考慮しない場合と比較すると, 釣鐘の最適剛性は小さ

くなり, 最適減衰はほぼ変化しない結果となった. 

数値計算に用いる今回のモデルにおける変位倍率の理論式は,  

Χ௠
𝑥௦௧

= ඨ
(𝛼ଶ − βଶ)ଶ + (2ℎ௔𝛼𝛽)

ଶ

𝐷ଶ + 4𝐸ଶ
 (13) 

と表される. 𝐷, 𝐸は,  

𝐷 = 𝛽ସ − {(𝜇 + 1)𝛼ଶ + 4ℎ௔ℎ௠𝛼 + 1}𝛽ଶ + 𝛼ଶ 
𝐸 = −{ℎ௠ + (𝜇 + 1)ℎ௔𝛼}𝛽

ଷ + (ℎ௠𝛼 + ℎ௔)𝛼𝛽 
(14) 

と表される 18).  

4.3.1 架構の減衰を考慮したモデルの解析結果 
固有値解析の結果を表 4 に示す. 1 次固有周期𝑇ଵは最適化する

ことで既存モデルより大きく短縮された. また 各モデルの 2 次

固有周期𝑇ଶは, 近い値となった.  

応答解析時の架構部分の最大応答加速度, 最大層せん断力係数, 

最大層間変形を比較した結果を表 5 に示す. どの波に対しても最

適モデルの方が, 応答の低減がみられた. 表 3 に示した架構の減

衰を考慮しない最適モデルの応答値と比較すると，最大応答加速

度は多くの波で増幅する傾向がみられる. 一方，最大層間変形は

低減する傾向がみられた. これは，定点理論は評価指標である変

位応答の低減を主な目的としているためだと考えられる. 図 7 に

既存モデルと最適モデルの架構の変位倍率曲線を示す. 既存モデ

ルでは 2 つの共振ピーク高さに差がある. 一方で, 最適モデルで

は共振ピーク値は完全には一致しないものの，ピーク値が互いに

接近し，その最大変位倍率は低減した. 架構に減衰が存在する場

合，非減衰系で成立する定点理論における厳密な定点条件は成立

しないことが知られている 6)．浅見が示した設計式は，このよう

表 3 最大応答加速度・最大層せん断係数・最大層間変形 

最大応答加速度（cm/s2） 

波 ①Sweep 波 ②BCJ 波 (L1） ③観測地震波 

加振方向 南北 東西 南北 東西 南北 東西 

Conv. 
(既存) 103.4 133.9 1738.4 883.1 382.1 309.8 

Opt. 
(最適) 64.9 74.1 319.8 278.6 121.6 98.2 

差分率% -37.2 -44.7 -81.6 -68.5 -68.2 -68.3 

最大層せん断係数 

Conv. 
(既存) 0.10 0.12 -1.67 -0.80 0.38 -0.30 

Opt. 
(最適) 0.06 0.07 -0.37 0.29 -0.13 -0.10 

差分率% -41.8 -44.9 -77.9 -65.5 -67.0 -65.9 

最大層間変形（mm） 

Conv. 
(既存) 16.1 27.1 -277.1 -193.1 63.5 -68.0 

Opt. 
(最適) 9.5 15.1 -61.2 -66.5 -20.9 -23.2 

差分率% -41.2 -44.5 -77.9 -65.5 -67.0 -65.9 表 4 各モデルの固有周期T (s)  

加振方向 南北 東西 

 1 次 𝑇ଵ 2 次 𝑇ଶ 1 次 𝑇ଵ 2 次 𝑇ଶ 

Conv.（既存） 2.02 0.79 2.11 0.92 

Opt.（最適） 0.95 0.75 1.15 0.87 

南北 東西 

図 6 変位倍率曲線（釣鐘減衰考慮モデル） 
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なモデルに対し, 最適値の近似解を導いたものであり，2 つの共

振ピークが一致せず, 差が出てしまったと考えられる.  

 

5. 最適な釣鐘の質量 
これまで釣鐘の質量は変えずに，釣鐘による架構の応答制御を

行った．本章では，釣鐘の質量を変えた質量比 μ を用いて，最

適剛性と最適減衰を算出し，それらが架構の変位応答倍率にどの

ように影響を与えるかを検証した．このとき，架構の減衰も考慮

した 4.3 節の南北方向のモデルを対象として解析を行った． 釣

鐘の質量は，既存値 490 kg±200 kg をパラメータの範囲とした．

各質量パラメータに対して最適剛性および最適減衰を算出し，そ

れぞれの条件における最大変位倍率を求め，その結果をプロット

した．これまでと同様に MATLAB16) を用いて式（13），（14）の

数値計算を行った．縦軸を各質量時の最大変位応答倍率，横軸を

釣鐘の質量としたグラフを図 8 に示す．減衰を考慮した場合，

釣鐘の質量を大きくするほど架構の変位は抑えられる傾向が確

認され，質量比の増加に伴い釣鐘の制振効果が安定的に向上する

ことが示された．  

 

6. まとめ 
本稿では, 架構の減衰を考慮しないモデルに取り付ける釣鐘の

剛性と減衰の最適値を既往文献より算出し, 実際に地震応答解析

と数値計算を行い架構の揺れが低減されているかの検証を行っ

た. また, 質量をパラメータとし, 釣鐘の質量による架構の低減

効果について検証を行った. これらにより, 剛性, 質量, 減衰そ

れぞれにおける効果を明確にすることができた. また, 架構の減

衰を考慮したモデルに対し, 取り付ける釣鐘の最適値を求めるこ

とにより, さらに実構造物に近いモデルに対し, 釣鐘による架構

の応答制御の評価を行った. 最終的に導き出した釣鐘の剛性と減

衰定数における既存値と最適値は図 9 の通りである. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

釣鐘の剛性は, 既存値よりも南北方向で 5.0 倍, 東西方向で 3.9

倍大きくしなければならない. 減衰においても, 南北方向で 17.5

倍, 東西方向で 22.7 倍大きくする必要がある. このように, 理論

的には大きな剛性および減衰が必要となる結果となったが, 実構

造物への適用は現実的ではない. したがって, 今後は複数の地震

動に対してロバスト性の高い準最適設計の検討, 実構造物への耐

震改修の適用性を考慮した最適化手法の構築が重要となる. 本研

究で得られた理論最適値は, そのための基準値として位置付けら

れる.  
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表 5 最大応答加速度・最大層せん断係数・最大層間変形 

最大応答加速度（cm/s2） 

波 ①Sweep 波 ②BCJ 波 (L1) ③観測地震波 

加振方向 南北 東西 南北 東西 南北 東西 

Conv. 
(既存) 90.4 119.6 618.7 577.6 138.9 150.4 

Opt. 
(最適) 60.5 74.3 355.8 288.7 108.9 101.2 

差分率% -33.1 -37.9 -42.5 -50.0 -21.6 -32.9 

最大層せん断係数 

Conv. 
(既存) 0.08 -0.10 0.66 -0.56 0.15 -0.15 

Opt. 
(最適) 0.05 0.06 -0.34 -0.26 -0.11 -0.10 

差分率% -39.1 -42.2 -48.0 -52.9 -24.0 -31.3 

最大層間変形（mm） 

Conv. 
(既存) 

13.5 -23.5 109.6 -128.7 24.3 -34.5 

Opt. 
(最適) 8.1 13.5 -57.0 -60.6 -18.5 -23.6 

差分率% -39.9 -42.5 -48.0 -52.9 -23.8 -31.6 

南北 東西 

図 7 変位倍率曲線（減衰考慮モデル） 

図 8 各質量時の最大変位倍率 

1 層目（架構） 
km 0.59 
hm 0.014 

2 層目（釣鐘） 
 Conv. 

(既存) 
Opt. 

(最適) 
ka 0.0048 0.024 
ha 0.0080 0.14 

hm 

km 

ha 

ka 

1 層目（架構） 
km 0.33 
hm 0.012 

 

2 層目（釣鐘） 
 Conv. 

(既存) 
Opt. 

(最適) 
ka 0.0044 0.017 
ha 0.0075 0.17 

東西方向 南北方向 

図 9 既存値と最適値の比較 
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